第２章　大規模小売店舗立地法に基づく届出等について
法第５条第１項、第６条第２項及び附則第５条第１項による届出等をしようとする者は、法、同施行令、同施行規則、大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針並びに千葉市大規模小売店舗立地法施行要綱等に基づき届出を行ってください。
１　届出関係について
　(１)　大規模小売店舗の新設に関する届出（法第５条第１項）
　　　Ｐ５５別表（１）を参照してください。
　(２)　変更の届出（法第６条第１項）
　　　Ｐ５６別表（２）を参照してください。
　(３)　変更の届出（法第６条第２項）
　　　Ｐ５７別表（３）を参照してください。
(４)　廃止の届出（法第６条第５項）
　　　Ｐ５９別表（４）を参照してください。
　(５)　市の意見に係る変更の届出（法第８条第７項）
　　　Ｐ６０別表（５）を参照してください。
　(６)　市の勧告に係る変更の届出（法第９条第４項）
　　  Ｐ６１別表（６）を参照してください。
　(７)　承継の届出（法第１１条第３項）
　　　Ｐ６２別表（７）を参照してください。
　(８)　大規模小売店舗を設置している者の変更の届出（法附則第５条第１項）
  　  Ｐ６３別表（８）を参照してください。
　２　届出等にあたっての注意事項
　(１)　届出は、すべて届出義務者である建物設置者が行ってください。
　(２)　届出書の作成にあたっては、第１章「出店準備計画書」の記載例及び記載要領を参照してください。
　　　　なお、この記載例は、法第５条第１項の規定による大規模小売店舗の新設案件用に記述しているため、法第６条第２項及び附則第５条第１項の規定による届出等（新設日の繰り上げ、店舗面積の増加、施設の配置に関する事項及び施設の運営方法に関する事項等の変更を行おうとする場合、あるいは既存店舗の変更届出を行おうとする場合）は、その内容に合わせて、また現状との比較ができるように、記載してください。
　(３)　提出された届出書（添付書類等を含む）は、法に定めのあるものについてはこれを縦覧に供しますが、縦覧期間の終了したもの及び縦覧について法の定めのないものについても、求めに応じて原則としてこれを閲覧に供します。
　３　届出書等の提出先

　　　　〒２６０－８７２２　千葉市中央区千葉港１番１号
　　　　　　　　　　　　　　千葉市経済農政局経済部産業支援課
別表（１）
大規模小売店舗の新設に関する届出（法第５条第１項）
	届 出 事 由
	　新設又は増設等により、小売業を行うための店舗面積が1,000㎡を超える建物を設置しようとする場合。

	関係法令
	（１）法第５条第１項
（２）法第５条第２項
（３）施行規則第３条
（４）施行規則第４条

	
	

	届出様式
	様式第１

	届出部数
	原則として正本１部、副本２９部（広域案件であるときは、当該市町の数に３０を加えた部数）

	添付書類
	（１）第５条第１項第５号及び第６号の経済産業省令で定める事項
（２）法第５条第２項の経済産業省令で定める事項

	説明会
	開催する

	制限等
	届出の日から８月間の新設の制限

	留意事項
	（１）設置者の数が２以上である場合は、全ての連名で行うこと。
（２）「大規模小売店舗の新設をする日」とは大規模小売店舗の開店日であり、届出の日から原則８月以降の日を記載すること。
（３）小売業者に関する事項（氏名、住所、営業時間等）についても設置者が届出を行うこと。
（４）法第５条第１項第５号及び６号の経済産業省令で定める事項の内、届出書に記載（添付する）図面は、別表１を参照すること。
（５）法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類は、別表２を参照すること。


別表（２）
変更の届出（法第６条第１項）
	届出事由
	法第５条第１項による届出を行った者が、以下の届出事項の変更を行った場合。
（１）大規模小売店舗の名称及び所在地（法第５条第１項第１号）
（２）大規模小売店舗を設置する者及び大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名（法第５条第１項第２号）

	関係法令
	（１）法第６条第１項
（２）施行規則第６条

	届出様式
	様式第２

	届出部数
	原則として正本１部、副本１０部（広域案件であるときは当該市町の数に１１を加えた部数）

	添付書類
	内容について本市と協議の上、提出

	説明会
	開催は不要

	届出期限
	変更があった日の翌日から起算して１４日以内

	留意事項
	テナントの入替等により小売業者名を変更する場合には、遅滞なく届出を行うこと。


　別表（３）
変更の届出（法第６条第２項）
	届出事由
	  法第５条第１項による届出を行った者が、以下の届出事項の変更を行おうとする場合。
（１）大規模小売店舗の新設をする日（法第５条第１項第３号）
（２）大規模小売店舗内の店舗面積の合計（法第５条第１項第４号）
（３）大規模小売店舗の施設の配置に関する事項であって、経済産業省令で定めるもの（法第５条第１項第５号）
（４）大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項であって、経済産業省令で定めるもの（法第５条第１項第６号）

	関係法令
	（１）法第６条第２項
（２）法第６条第３項
（３）法第６条第４項
（４）施行規則第７条第１項
（５）施行規則第７条第２項
（６）施行規則第８条

	届出様式
	様式第３

	届出部数
	　原則として正本１部、副本２９部（広域案件であるときは、当該市町の数に３０を加えた部数）

	添付書類
	（１）法第５条第１項第５号及び第６号の経済産業省令で定める事項に関し、届出書に記載（添付）する図面は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表１参照。
（２）法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表２参照。

	説明会
	開催する

	制限等
	（１）届出の日から８月間の変更の制限
（２）法第５条第１項第６号（施設の運営方法に関する事項）に係る事項の変更については、８月間の変更の制限は適用されない。
（３）法第６条第４項ただし書の経済産業省令で定める軽微な変更
（別表４参照）については、８月間の変更の制限は適用されない。


	留意事項
	（１）立地法の手続終了後に新設日を繰り上げようとする場合には、「大規模小売店舗の新設をする日」の変更届出を行うこと。
（２）小売業を行う者の開店時刻の繰り上げ又は閉店時刻の繰り下げを行おうとする場合も届出を行うこと。
（３）店舗面積の変更がない建て替えは、変更届出が必要な事項に変更（施設の位置等の変更）がなければ、届出は不要である。
（４）法第６条第２項のただし書（経済産業省令で定める届出が不要な変更）の変更（別表３参照）については、届出自体が不要なため、その後の法手続は進行しないが、その内容について報告を求めます。


※法第６条第４項ただし書の経済産業省令で定める「軽微な変更」の取扱いについて
	　「軽微な変更」として届出をしようとする場合には、千葉市大規模小売店舗立地法施行要綱第４条に基づき、以下のように取扱うように求めます。

	要綱様式第２号（第４条第１項関係）「軽微変更適用申請書」及び必要書類を提出すること。

→　要綱様式第３号（第４条第２項関係）「軽微変更適用承認（不承認）通知書」により軽微変更適用の承認又は不承認の通知を行います。


別表（４）
廃止の届出（法第６条第５項）
	届出事由
	　大規模小売店舗である建物の床面積を変更し、又はその建物の用途を変更することにより、店舗面積の合計を政令等で定める基準（1,000㎡）以下とする場合。

	関係法令
	（１）法第６条第５項
（２）施行規則第９条

	届出様式
	様式第４

	提出部数
	正本１部


別表（５）
市の意見に係る届出（法第８条第７項）
	届出事由
	法第８条第４項の規定による市の意見を受け、届出事項についての変更を行う場合。

	関係法令
	（１）法第８条第７項

（２）法第８条第８項
（３）施行規則第１６条

	届出様式
	　様式第５

	届出部数
	　原則として正本１部、副本２９部（広域案件であるときは、当該市町の数に３０を加えた部数）

	添付書類
	（１）法第５条第１項第５号及び第６号の経済産業省令で定める事項に関し、届出書に記載（添付）する図面は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表１参照。
（２）法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表２参照。

	説明会
	　開催は不要

	制限等
	届出又は通知の日から２月間の新設又は変更の制限

	提出期限
	法律上、届出の期限は指定されていない。

	留意事項
	（１）法第８条第７項に基づく届出に際しては、その内容に関し「届出事項変更協議書」（要綱様式第１４号）の提出により事前協議を求めます。
（２）法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類に関する事項のみを変更する場合は、「添付書類記載事項変更届出書」（要綱様式第１５号）により行って下さい。
（３）法第８条第７項に基づく届出を変更しない旨の通知は、「届出事項を変更しない旨の通知書」（要綱様式第１６号）により行って下さい。


　別表（６）
市の勧告に係る変更の届出（法第９条第４項）
	届出事由
	法第９条第１項の規定による市の勧告を受け、届出事項についての変更を行う場合。

	関係法令
	（１）法第９条第４項
（２）施行規則第１８条

	届出様式
	様式第６

	届出部数
	原則として正本１部、副本２９部（広域案件であるときは、当該市町の数に３０を加えた部数）

	添付書類
	（１）法第５条第１項第５号及び第６号の経済産業省令で定める事項の内、届出書に記載（添付）する図面は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表１参照。
（２）法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表２参照。

	説明会
	　開催は不要

	提出期限
	法律上、届出の期限は指定されていない。

	留意事項
	（１）法第９条第４項に基づく届出に際しては、その内容に関し「勧告事項変更協議書」（要綱様式第１９号）の提出により事前協議を求めます。

（２）法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類に関する事項のみを変更する場合は、「添付書類記載事項変更届出書」（要綱様式第２０号）により行って下さい。


　別表（７）
承継の届出（法第１１条第３項）
	届出事由
	大規模小売店舗の新設等の届出をした者の地位を承継した場合。
（大規模小売店舗の譲渡、相続、合併等の場合）

	関係法令
	（１）法第１１条第３項
（２）施行規則第１９条

	届出様式
	様式第７

	提出部数
	正本１部

	留意事項
	（１）大規模小売店舗の新設等の届出をした者から、当該店舗を譲り受けた者等は、当該届出をした者の地位を承継するとともに、その旨を届出ること。
（２）｢承継｣の定義については、届出に係る大規模小売店舗の譲渡、自然人における相続及び法人における合併（新設合併及び吸収合併）をいう。


　別表（８）
大規模小売店舗を設置している者の変更の届出（法附則第５条第１項）
	届出事由
	　大規模小売店舗立地法の施行の際に、現に大規模小売店舗を設置している者が以下の事項について、法施行後、最初の変更を行う場合。
（１）大規模小売店舗内の店舗面積の合計（法第５条第１項第４号）
（２）大規模小売店舗の施設の配置に関する事項であって、経済産業省令で定めるもの（法第５条第１項第５号）
（３）大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項であって、経済産業省令で定めるもの（法第５条第１項第６号）

	関係法令
	（１）法附則第５条第１項
（２）施行規則第２０条

	届出様式
	様式第８

	届出部数
	  原則として正本１部、副本２９部（広域案件であるときは、当該市町の数に３０を加えた部数）

	添付書類
	（１）法第５条第１項第５号及び第６号の経済産業省令で定める事項の内、届出書に記載（添付）する図面は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表１参照。
（２）法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類は、変更を行おうとする事項について添付すること。　→　別表２参照。

	説明会
	開催する

	制限等
	（１）届出の日から８月間の変更の制限
（２）法第５条第１項第６号（施設の運営方法に関する事項）に係る事項の変更については、８月間の変更の制限は適用されない。

	留意事項
	（１）法第５条第１項の各号（第３号を除く）に掲げる事項で、当該変更事項以外のものについても、併せて届出を行うこと。
（２）法第５条第１項第１号（店舗の名称等）又は第２号（設置者、小売業者の名称等）の変更のみであれば、届出は不要である。
（３）法第６条第２項ただし書の経済産業省令で定める変更(別表３参照)は、適用されない。


※　附則第５条第１項のみなし規定
	変更した事項の
届出
	法第６条第２項による届出とみなす
（１）法第７条以降の一連の規定（説明会・市の意見・勧告等）が適用される。
（２）法第６条第２項のただし書（経済産業省令で定める届出が不要な変更）は適用されない。

	変更以外の事項の届出
	法第５条第１項の規定による届出とみなす→法手続き終了
（１）その後の変更届出（法第６条）、承継規定（法第１１条）等との適用の関係では、法第５条第１項の規定による届出とみなす。
（２）法第７条（説明会）、第８条（市の意見）、第９条(勧告)等との関係では法第５条第１項の届出とみなされないので、法第７条以降の一連の規定（説明会・市の意見・勧告等）は適用されない。


別表１　法第５条第１項第５号及び第６号の経済産業省令で定める事項
	大規模小売店舗の施設の配置に関する事項（施行規則第３条第１項）

	１　駐車場の位置及び収容台数（位置を示す配置図を添付）
２　駐輪場の位置及び収容台数（位置を示す配置図を添付）
３　荷さばき施設の位置及び面積（位置を示す配置図を添付）
４　廃棄物等の保管施設の位置及び容量（位置を示す配置図を添付）

	大規模小売店舗の施設の運営に関する事項（施行規則第３条第２項）

	１　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻
２　来客が駐車場を利用することができる時間帯
３　駐車場の自動車の出入口の数及び位置（位置を示す配置図を添付）
４　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯


別表２　法第５条第２項の経済産業省令で定める添付書類
	
	届出の添付書類（施行規則第４条）

	１
	法人の場合…登記事項証明

	２
	主として販売する物品の種類

	３
	建物の位置及びその建物内の小売業を行うための店舗の用に供される部分の位置を示す図面

	４
	必要な駐車場の収容台数を算出するための来客の自動車の台数等の予測の結果及びその算出根拠

	５
	駐車場の自動車の出入口の形式又は来客の自動車の方向別台数の予測の結果等駐車場の自動車の出入口の数及び位置を設定するために必要な事項

	６
	来客の自動車を駐車場に案内する経路及び方法

	７
	荷さばき施設において商品の搬出入を行うための自動車の台数及び荷さばきを行う時間帯

	８
	遮音壁を設置する場合にあっては、その位置及び高さを示す図面

	９
	冷却塔、冷暖房設備の室外機又は送風機を設置する場合にあっては、それらの
稼働時間帯及び位置を示す図面

	１０
	平均的な状況を呈する日における等価騒音レベルの予測の結果及びその算出
根拠

	１１
	夜間において大規模小売店舗の施設の運営に伴い騒音が発生することが見込まれる場合にあっては、その騒音の発生源ごとの騒音レベルの最大値の予測の結果及びその算出根拠

	１２
	必要な廃棄物等の保管施設の容量を算出するための廃棄物等の排出量等の予測の結果及びその算出根拠


別表３　法第６条第２項ただし書の経済産業省令で定める変更
	届出が不要な変更（施行規則第７条第１項）

	１　「一時的な変更」
　　通常予測することが困難な状況変化に対応するため、あるいは、特別な地域行事等が行われる時期において対応を図るための仮の変更の場合。例えば、事故や災害時における施設の位置や開閉店時刻の変更、特別な地域行事が行われる時期における開閉店時刻の変更、店舗付近の道路工事に伴う駐車場の出入口の変更等。
２　次の各号に掲げるもの
（１）大規模小売店舗の新設をする日の繰下げを行うもの
（２）大規模小売店舗内の店舗面積の合計を減少させるもの
（３）大規模小売店舗内の店舗面積の合計を増加させるものであって、増加後の店舗面積の合計が次のイ又はロに掲げる場合に応じ、当該イ又はロに掲げる店舗面積の合計（以下「基礎面積」という。）に1,000㎡又は基礎面積の一割に相当する面積のいずれか小さい面積を加えた面積を超えないもの
イ　法第５条第１項の規定による届出をしている場合であって、法第６条第２項の規定による届出をしていないとき…当該届出に係る店舗面積の合計
ロ　法第６条第２項の規定による届出をしている場合…当該届出に係る店舗面積の増加をした後の店舗面積の合計
（４）駐車場又は駐輪場の収容台数を増加させるもの
（５）荷さばき施設の面積を増加させるもの
（６）廃棄物等の保管施設の容量を増加させるもの
（７）大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻の繰下げ又は閉店時刻の繰上げを行うもの


※なお、施行規則第７条第１項各号についての変更を行う場合には、市に対して報告を求めますので、その内容等について協議して下さい。
別表４　法第６条第４項のただし書の「経済産業省令で定める軽微な変更」
	軽微な変更（施行規則第８条）

	店舗に附属する施設の位置の変更であって、大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境に与える影響が当該変更前に比して変化しないと千葉市が認めるもの。
→　８月間の変更の制限は適用されない。
説明会の開催は不要である。


